第27号様式（その1）

特別徴収に関する綴
1　特別徴収義務者指定通知書
2　特別徴収事務取扱要領
3　移動届出書
5　特別徴収依頼届出書
4　所在地・名称変更届出書
熊　本　県
湯前町役場
年　月　日　　

　　　　　　　　　　様

湯前町長　氏名　 eq \o\ac(□,印)　　

特別徴収義務者指定通知書
　貴事業所を地方税法第321条の4第1項、第328条の5第1項及び湯前町税条例第45条、第53条の6の規定により、本町の町県民税特別徴収義務者に指定し、貴事業所より給与の支払を受けている納税義務者にかかる　　年度町県民税、並びに貴事業所より退職手当等の支払いを受ける納税義務者にかかる町県民税所得割を特別徴収することと致しましたのでよろしくご協力よろしくお願いいたします。
　　　年度　町・県民税の特別徴収について

町・県民税の特別徴収については、毎年格別の御配慮を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、本年も別紙のとおり、貴事業所を　　　年度町・県民税の特別徴収義務者として指定し、通知書記載の特別徴収税額を徴収し、納入していただくことになりました。

つきましては、下記「取扱要領」御留意の上お取扱いいただきますよう、よろしくお願いいたします。

（送付書類）

1　町民税・県民税特別徴収税額の通知書（納税義務者用）（5月31日まで本人に配布して下さい。）

2　町民税・県民税特別徴収税額の通知書（特別徴収義務者用）

3　特別徴収義務者用徴収控

4　町民税・県民税特別徴収に関する綴

5　納入書

（特別徴収事務取扱要領）

1　特別徴収によつて町・県民税を徴収される者

(1) 　　　年1月1日現在、湯前町に住所があり、　　　年中に給与の支払いを受け、引き続き　　　年4月1日現在で給与の支払いを受けている者。

(2) 　　　年1月1日現在、湯前町に住所があり、　　　年1月1日以後に退職手当等の支払いを受ける者。

2　町・県民税が課税されない者

(1) 所得者自身が　　　年1月1日現在、生活保護法の規定による生活扶助を受けている者。

(2) 障害者、未成年者、寡婦又はひとり親で　　　年中の所得の金額（分離課税にかかる所得割の課税標準である退職所得の金額を除きます）が135万円以下であるもの。

①　障害者……心身に障害のある者で政令に定められたもの（地方税法施行令第7条・第7条の15の3・第46条・第48条の7第2項）

②　未成年者……満20才未満の者（　　　年1月3日以降に生まれた者。）

③　寡婦……次に掲げる者
（イ） 夫と離婚した後婚姻をしておらず、扶養親族がいる者で、合計所得金額が５００万円以下の者
（ロ） 夫と死別した後婚姻をしていない者又は夫の生死が明らかでない一定の者で、合計所得金額が５００万円以下の者
　　 なお、この場合は、扶養親族の要件はありません。
　　　　　　　

④ひとり親……次に掲げるすべてに該当する者
(イ)　その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者として一定の者がいない者
　　　　　 (ロ)　その人と生計を一にする子（総所得金額が48万円以下）を有する者
　　　　　 (ハ)　合計所得金額が５００万円以下である者
3　月割額の徴収方法

同封の「　　　年度町民税・県民税特別徴収税額の納税者への通知書」に各納税者の月割額【6月分の月割額および7月以降翌年5月までの月割額】を算出していますので、各月の月割額を6月から翌年5月まで、毎月各納税者に支払われる給与のうちから徴収して下さい。

4　月割額の納入およびその納入期限

(1) 各納税者から徴収された月割額は、「納入書」によつて徴収すべき月の翌月10日までに納入して下さい。
（例えば6月に徴収された月割額は、8月10日までに納入していただくことになり、収納については7月分の納入額として収納されます。なお、10日が日曜祭日等の場合は翌日が、また土曜日の場合は翌々日が納期限となります。）
(2) 均等割税額のみの納税者の特別徴収について……6月分において1回で徴収することにしてあります。

(3) 納期の特例…従業員が常時10人未満の事業所につきましては申請により年12回の納期を年2回とする制度もございます。
5　払込金融機関

　湯前町役場　会計室

　肥後銀行

　熊本県信用組合

　熊本銀行
　球磨地域農業協同組合

　九州管内のゆうちょ銀行（沖縄県を除く）
6　月割額を納入期限後に納入される場合の取扱い
(1) 延滞金

徴収して納入すべき特別徴収税額（納入金）を納入期限後に納入される場合には、その納入金に、その納入期限の翌日から納入の日までの期間に応じ、税額（その計算の基礎となる税額に1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年14.6％（納期限の翌日から1月を経過する日までは、7.3％）の割合を乗じて計算した金額（延滞金）を加算して納入して下さい。ただし算出した金額に100円未満の端数あるとき又はその全額が1,000円未満のときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。

(2) 督促手数料

納入金を納入期限内に納入されない場合には、督促状を発送しますが、この督促状を受けられたときは、督促手数料100円をあわせて納入しなければなりません。

7　異動届出書について

この綴込にあります「特別徴収にかかる給与所得者異動届書」は、できるだけ早く（おそくとも翌月10日までに）所要の事項を記入して提出して下さい。
なお、5月以降において退職された方の住所は、できるだけ調査の上正確に記入して下さい。また、転勤・退職後、更に就職等の場合には、
新しい給与支払者を「特別徴収義務者」として指定し、残りの町・県民税を特別徴収することができますので、異動届記入の際特に御留意下さい。この届出が提出されなかつたり、遅れたりしますと、特別徴収義務者において納入された税額と、本町において納入していただくことになつている税額とに食い違いがおこり、異動された納税義務者の税額が未処理として残り、督促その他の滞納処分を受けられることになりますと共に異動された方に対しても、後で大変ご迷惑をかけることになりますので、期日までに提出下さるよう重ねてお願いします。

8　給与所得以外の所得に対する普通徴収の申出等

納税義務者に給与所得以外の所得がある場合には、原則として給与所得に合算して特別徴収することになつておりますが、納税義務者が5月30日までに給与所得以外の所得割額の全部又は一部を普通徴収の方法によつて徴収されたい旨の申し出があつた場合には、普通徴収の方法によることができますからその旨申し出てください。

9　特別徴収税額通知書に記載された事項についての不服申立て
納税義務者は、この通知書に記載された事項について不服がある場合には、この納税通知書を受けとつた日の翌日から起算して3ヶ月以内に、町長に対して審査請求をすることができます。
この納税通知書により処分の取消を求める訴えは、審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6ヶ月以内に町を被告として（町長が被告代表となります。）提訴することができます。
10　中途退職者の特別徴収残額の取扱いについて
(1) 5月1日から12月31日までの間に退職される場合で、本人から一括徴収（残りの税額を全額差引くこと）の申出があつた場合は、その人に支払われる最後の給与又は退職手当等から残りの税額を全部差引いて下さい。

(2) 1月1日から4月30日までの間に退職される場合は、残りの税額をその人に支払われる最後の給与又は退職手当等から全額差引いて下さい｡（但し、給与又は退職手当等が支払われない場合、又は残りの税額がそれらの額をこえる場合そのこえた税額については、徴収の必要はありません｡）
　
　　　
	項目
	控除額
	項目
	控除額

	基礎控除
	2,400万円以下
	430,000円
	社会保険料控除額（小規模企業等済掛金を含む）
	支払金額全額

	
	2,400万円超2,450円以下
	290,000円
	生命保険料控除
地震保険料控除
	新契約※１
	12,000円以下
	支払金額全額

	
	2,450万円超2,500以下
	150,000円
	
	
	12,000円超32,000円以下
	支払金額の1/2+6,000円

	
	2,500万円超
	　　　0円
	
	
	32,000円超56,000円以下
	支払金額の1/4+14,000円

	配偶者控除
	一般の控除対象配偶者
	330,000円
	
	
	56,000円超
	28,000円

	
	老人の控除対象配偶者
	380,000円
	
	旧契約※２
	15,000円以下
	支払金額全額

	扶養控除
	一般の扶養親族
	330,000円
	
	
	15,000円超40,000円以下
	支払金額の1/2+7,500円

	
	特定の扶養親族
	450,000円
	
	
	40,000円超70,000円以下
	支払金額の1/4+17,500円

	
	年少扶養親族
	　　　0円
	
	
	70,000円超
	35,000円

	
	老人扶養親族（70歳～）
	同居老親等以外の者
	380,000円
	
	※1 平成24年1月1日以降に締結した保険契約等
※2 平成23年12月31日以前に締結した保険契約等
※3 一般生命保険料、介護保険料及び個人年金保険料についてそれぞれ上の算式により計算した控除額の合計額が生命保険料控除額(限度額70,000円)
※4 一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約の双方について控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞれ上の算式により計算した控除額の合計額が生命保険料控除額(限度額28,000円)

	
	
	同居老親等
	450,000円
	
	

	障がい者控除
	一般の障がい者1名につき
	260,000円
	
	

	
	特別障がい者1名につき
	300,000円
	
	

	
	同居特別障がい者1名につき
	530,000円
	
	

	ひとり親控除
	300,000円
	
	

	寡婦控除
	260,000円
	地震保険料控除
	地震保険料控除
	50,000円以下
	支払金額の1/2

	勤労学生控除
	260,000円
	
	
	
	

	雑　損控　除
	（損失額－保険金額・損害賠償金額）－（総所得金額等の金額の合計額×10％）と災害関連支出の金額－5万円のいずれか多い方の金額
	
	
	50,000円超
	25,000円

	医療費控　除
	1 （支払った医療費の額－保険金等で補填される金額）－（総所得金額等の合計額×5％か10万円の少ない方の金額）※限度額200万円
2 医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）を受ける場合は、特定一般用医薬品（スイッチOTC医薬品）等購入金額－12,000円※限度額88,000円
※①もしくは②のどちらかが適用されます。
	
	旧長期契約
	5,000円以下
	支払金額全額

	
	
	
	
	5,000円超15,000円以下
	支払金額の1/2+2,500円

	
	3 
	
	
	15,000円超
	10,000円

	
	4 
	
	※地震保険料、旧長期契約の両方がある場合は、限度額25,000円


	納税者本人の所得金額
	900万円以下
	900万円超950万円以下
	950万円超1,000万円以下

	配偶者特別控除額
	所　得　金　額
	控　　　除　　　額

	
	48万円超100万円以下
	33万円
	22万円
	11万円

	
	100万円超105万円以下
	31万円
	21万円
	

	
	105万円超110万円以下
	26万円
	18万円
	9万円

	
	110万円超115万円以下
	21万円
	14万円
	7万円

	
	115万円超120万円以下
	16万円
	11万円
	6万円

	
	120万円超125万円以下
	11万円
	8万円
	4万円

	
	125万円超130万円以下
	6万円
	4万円
	2万円

	
	130万円超133万円以下
	3万円
	2万円
	1万円

	
	133万円超
	配偶者控除・配偶者特別控除適用なし


3　課税標準額および町・県民税の算出のしかた
収入金額－必要経費（ただし給与の場合は給与所得控除額）－所得控除額＝課税標準額

町民税額＝課税標準額×町民税税率－町税額控除額＋町均等割額

県民税額＝課税標準額×県民税税率－県税額控除額＋県均等割額
 eq \o\ac(○,●)　均等割の税率　　　町民税　 3,500円　　　県民税　2,000円（内、熊本県水度みどりの森づくり税　500円）
　　　　　　　　　　　※町民税、県民税ともに500円ずつは、復興特別税として負担いただものです。
 eq \o\ac(○,●)　所得割の税率　　　町民税　６％　　　　県民税　４％
4　所得割額から控除される金額（税額控除）
(1) 調整控除

納税義務者の合計課税所得金額に応じ、次の金額が控除されます。

1 個人住民税の課税所得金額が200万円以下の場合
次のアとイのいづれか小さい額の５％（町民税３％、県民税２％

ア　人的控除額の差の合計額

イ　個人住民税の課税所得金額

　　②　個人住民税の課税所得金額が200万円超の場合

　　　　〔人的控除の合計額－（個人住民税の課税所得金額－200万円）〕の５％（町民税３％、県民税２％）

　　　　　ただし、この額が2,500円未満の場合は、2,500円（町民税1,500円、県民税1,000円）とします。

　　　※　人的控除の差とは「所得税における扶養等の控除額」と「住民税における扶養等の控除額」の差額です。

　
(2)　配当控除

　　　配当所得のある場合には、配当税額控除がおこなわれます。配当控除の計算方法は次のとおりです。

	課税所得金額

種類
	1,000万円以下の部分
	1,000万円超の部分

	
	町民税
	県民税
	町民税
	県民税

	利益の配当等
	1．6％
	1．2％
	0．8％
	0．6％

	証券投資信託等
	外貨建等証券投資信託以外
	0．8％
	0．6％
	0．4％
	0．3％

	
	外貨建等証券投資信託
	0．4％
	0．3％
	0．2％
	0．15％


(3)配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除
所得割の納税義務者が前年において配当割又は株式等譲渡所得割を課された場合において、住民税の申告書（確定申告書を含む）にこれらの必要事項を記載した場合には、当該配当割額又は株式等譲渡所得割額を住民税から控除します。

　町民税　　配当割額又は株式等譲渡所得割額の5分の3を控除

　県民税　　配当割額又は株式等譲渡所得割額の5分の2を控除

　(4)住宅借入金等特別税額控除
　　　前年分の所得税において平成21年から平成33年までの入居に係る住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、①から②を控除した金額(前年分の所得税に係る課税総所得金額等の100分の5に相当する金額(97,500円を限度)を超える場合には、当該金額）に下記の割合を乗じた金額

　　　ただし、居住年賀平成26年4月から令和3年までであって、特定取得又は特別特定取得に該当する場合には、「100分の5」を「100分の7」と、「97,500円」を「136,500円」として計算した金額

1 前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増改築等に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは平成20年の居住年に係る住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかったものとして計算した金額）

2 前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

町民税　上記控除額の5分の3

県民税　上記控除額の5分の2

※「特定取得とは、住宅の取得等の対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等（消費税額及び地方消費税額の合計額）が、消費税率の引き上げ後の8％又は10％の税率により課されるべき消費税額等である場合におけるその住宅の取得等をいい、「特別特定取得」とは、住宅の取得等の対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等が、10％の税率により課されるべき消費税額等である場合におけるその住宅の取得等をいいます。
(5)寄附金税額控除

　寄附金の範囲

　　住民税における寄附金税額控除の対象となる寄附金は次のとおりです。

　①　都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金（当該納税義務者がその寄付によって設けられた設備を専属的に利用することその外特別の利益がその当該納税義務者に及ぶと認められるものを除く。）
　②　社会福祉法第113条第②項に規定する共同募金会に対して同法第112条の規定により厚生労働大臣が定める期間内に支出された寄附金で、当該共同募金会がその募集に当たり総務大臣の承認を受けたもの
　③　社会福祉法第2条第1項に規定する社会福祉事業又は更生保護事業法第2条第1項に規定する厚生保護事業に要する経費に充てるために共同募金会に対して支出された寄附金（②に該当するものを除く）で総務大臣が定めるもの

　　〈総務大臣が定めるもの〉
　　　社会福祉事業又は更正保護事業の要にともされる土地、建物及び機会その他の設備の取得若しくは改良の費用、これらの事業に係る経常的支出又は社会福祉事業に係る民間奉仕活動に必要な基金に充てるために支出された寄附金

　④　日本赤十字社に対して支出された寄附金で、日本赤十字社がその寄附金の募集に当たり総務大臣の承認を受けたもの
　　〈総務大臣の承認を受けたもの〉

　　　イ　平成29年1月1日から平成29年12月31日までの間に募集する、災害九語設備の整備、災害救護物資の備蓄、裁決受入機関の整備、原爆病院設備の整備及び救急医療体制の整備並びに支部国際活動基金に充てるための寄附金

　⑤所得税法第78条第2項第2号及び第3号に掲げる寄附金（同条第3項及び租税特別措置法第41条の18の3の規定により特定寄付金と見なされるものを含む）のうち、住民の福祉の増進に寄与する寄附金として条例で定めるもの
5　端数計算について
地方税法第20条の4の2の規定により課税標準額の1,000円未満、および算出した町・県民税の所得割額の100円未満の端数は切り捨ててあります。なお、月割額は12等分してありますが、各納期の100円未満の端数額は、　　　年6月分に合算してあります。
6　退職所得に係る特別徴収
(1) 退職所得控除額は次のとおりです。
	勤続年数
	退職所得控除額

	20年以下の場合
	40万円×勤続年数
	80万円に満たないときは80万円

	20年をこえる場合
	800万円＋70万円×（勤続年数－20年）


なお、その人が障害者となつたことにより退職したと認められるときは、上記控除額に100万円を加えた額が控除されます。
(2) 税額の算出のしかた
平成25年1月1日から退職所得に対する住民税の計算方法が変わりましたので、ご留意ください。
詳しく和、総務省のホームページをご覧ください。（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/65871.html）
(3) 納入書並びに納入申告書

①　納入書は給与に係る税額欄と退職所得に係る税額欄とにわかれておりますので、退職所得に係る分については、必ず退職所得の税額欄に記入してください。

3 　納入申告書は、納入済通知書の裏面に記載されているため、しばしば記入もれが見受けられますので、忘れずに必ず記入して下さい。
	給与支払報告
特別徴収
	に係る給与所得者異動届出書
	控　用

	
	
	年　度
	１．現年度　　２．新年度　　３．両年度

	湯前町長殿
　 年　 月　 日提出
	義務者
特別徴収
給与支払者
	所在地
	〒
	特別徴収義務者
指定番号
	

	
	
	
	
	宛名番号
	

	
	
	フリガナ
	
	担 連
当 絡
者 先
	所 属
	

	
	
	氏名又は名称
	
	
	氏 名
	

	
	
	個人番号
又は法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	←個人番号の記載に当たっては、左端を空欄として右詰めで記載
	
	電 話
	内線（　　　）

	給与所得者
	フリガナ
	
	（ア）
特別徴収税額
（年税額）
	（イ）
徴収済額

	（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）
	異　動
年月日
	異動の事由
	異動後の未徴収
税額の徴収方法

	
	氏　名
	
	
	
	
	
	
	

	
	生年月日
	年　　　　月　　　　日
	
	
	
	
	
	

	
	個人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受給者番号
	
	円
	月から
月まで

	月から
月まで

	年
月
日

	右から
記号を
記入

	1． 退職
2． 転勤
3． 休職・長欠
4． 死亡
5． 支払少額・不定期
6． 合併・解散
7． その他
　事由・理由
	右から
記号を
記入

	１．特別徴収継続
２．一括徴収
３．普通徴収
　　（本人納付）

	
	1月1日
現在の住所
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	異動後の
住 所
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


	１．特別徴収継続の場合
	新しい勤務先へは、月割額　　　　　円を
月分（翌月10日納入期限分）から
徴収し、納入するよう連絡済みです。

	（特別徴収義務者）
新しい勤務先
	特別徴収義務者
指定番号
	新規 
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	所在地
	〒
	担当者連絡先
	所属
	
	

	
	
	
	
	氏名
	
	受給者番号
	

	
	フリガナ
	
	
	
	
	
	

	
	氏名又は名称
	
	
	電話
	内線（　　　　）
	納入書の要否
（新規の場合のみ記載）
	右から
番号を
記入
１．必要　２．不要



	２．一括徴収の場合
	左記の一括徴収した税額は、
月分（翌月10日納入期限分）で
納入します。

	理由
	右から
記号を
記入
	１．異動が令和　 年12月31日までで、一括徴収の申出があったため
２．異動が令和　 年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため
	徴収予定日
	徴収予定額
（上記（ウ）と同額）
	

	
	
	
	月　　日
	円
	


	２．普通徴収の場合
	※
市
町
村
記
入
欄
	

	理由
	右から
記号を
記入
	１．異動が令和　 年12月31日までで、一括徴収の申出がないため
２．令和　 年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
３．死亡による退職であるため
	
	

	
	
	
	
	ご記入の際は下敷きをご使用ください




	課　長
	
	係　長
	
	係　員
	


　　　　　特別徴収依頼届出書　　　　　　　　　　　　
	

湯前町長　様

　　　年　　月　　日提出
	
	氏名
(名称)
	 eq \o\ac(○,印)
	特別徴収義務者

指　定　番　号
	

	
	
	所在地
	
	担当者
	部署
	

	
	
	
	
	
	氏名
	

	
	
	
	
	
	電話
	


下記給与所得者について、普通徴収から特別徴収に変更をお願いします。

	フリガナ
氏　　名
生年月日
	住所
	異動年月日
	普通徴収税額

（年税額）
	特別徴収開始月

	
	
	通知書番号
	納付済税額
	

	
	
	　　　・　　　・
	円
	月

	
	
	
	円
	

	
	
	　　　・　　　・
	円
	月

	
	
	
	円
	

	
	
	　　　・　　　・
	円
	月

	
	
	
	円
	


	◎連絡事項・要望等がございましたら御記入ください
	
	




	特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
◎変更があつた場合は、すみやかに提出してください。
	※

処理事項
	1　現年度　2　新年度　3　両年度

	
	
	

	　　　　年　　月　　日
湯前町長　殿
	(特別徴収義務者)

給与支払者
	所在地
	
	特別徴収義務者指定番号
	

	
	
	
	
	連絡者の係及び氏名並びにその電話番号
	係
	

	
	
	名称
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	氏名
	

	
	
	代表者の職氏名印
	 eq \o\ac(□,印)
	
	
	

	
	
	
	
	
	電話
	（　　）　　－　　　　　番


	事項
	変更前
	変更後

	フリガナ
	
	

	所在地
	〒　　　－
	〒　　　－

	フリガナ
	
	

	名称
	
	

	電話
	（　　　）　　　－　　　番
	（　　　）　　　－　　　番

	備考
	
	


ご注意
○所在地・名称には誤読をさけるために必ずフリガナをつけてください。

町民税


県民税





町・県民税額





提　出　用





町民税


県民税





(特別徴収義務者)


給与支払者





受　付


印





町記入欄





※ご記入の際は下敷きをご使用ください





受付印








